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１．政府からのお知らせ 

--------------------------------------- 

■新しい時代の公益法人制度の在り方に関する有識者会議「最終報告（案）」に関する意見

募集について 

 

 令和５年４月２７日、「第１０回新しい時代の公益法人制度の在り方に関する有識者会議」

を開催しました。 

  

 本有識者会議の議論については、これまでもメールマガジンでお伝えしてきましたが、今

回の会議で、制度改正の具体的な方向性を「最終報告（案）」として取りまとめました。 

 「最終報告」を取りまとめるに当たり、国民の皆様から幅広くご意見を伺うため、以下の

とおりパブリックコメントを行います。 

 詳細については、下記 URLのページをご覧ください。 

 

１ 意見募集対象 

 新しい時代の公益法人制度の在り方に関する有識者会議「最終報告（案）」 

 

２ 意見募集期間  

令和５年４月２８日（金）から令和５年５月１７日（水）まで 

 

３ 意見提出方法 

 ご意見提出フォーム又は郵送でご提出が可能です。詳細は、下記 URLのページをご覧くだ

さい。 



※本アドレスや広報担当アドレスでは受付は致しかねますので、ご了承願います。 

 

 

・新しい時代の公益法人制度の在り方に関する有識者会議「最終報告（案）」に  

 関する意見募集（電子政府の総合窓口（e-Gov）） 

 https://public-comment.e-

gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=095230470&Mode=0 

・新しい時代の公益法人制度の在り方に関する有識者会議 

 これまでの議論等はこちらをご覧ください 

https://www.koeki-info.go.jp/regulation/koueki_meeting.html 

 

 

 

■第 9回新しい時代の公益法人制度の在り方に関する有識者会議について 

 令和 5 年 4 月 17 日、「第 9 回新しい時代の公益法人制度の在り方に関する有識者会議」

を開催しました。 

 

 第 9回では、「中間報告」に関するアンケート調査結果のヒアリング及び最終報告に向け

た主要論点について議論を行いました。 

 会議の概要は以下のとおりです。 

 

（１）「中間報告」に関するアンケート調査結果のヒアリング 

 （公財）公益法人協会から、資料１に沿って、同法人が実施したアンケート調査の結果、

本会議の中間報告は、概ね好意的に受け止められている旨の説明がありました。 

 

（２）最終報告に向けた主要論点について 

 事務局から、資料３の主要論点ごとの制度改正の具体的な方向性及び資料４の最終報告

骨子（素案）について説明を行いました。委員からの主な意見は以下のとおりです。 

 

＜収支相償原則の見直し＞ 

 ・「中期的に均衡」の定義が運用で変わると混乱するため、法令上具体的に書くべき。 

 ・収支相償原則について、現行法の根拠規定である公益認定法第 14条を改正するならば、

府令、ガイドライン等においても収支相償原則に係る規定を置くべき。 

 ・遊休財産規制の見直しも含め、今回の見直し案では自由度が高まるものと思う。 

 ・収支相償は、（公財）公益法人協会のアンケートでも完全撤廃への意見が二分されてい

ることに留意して、不断の見直しを検討すべき。 

https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=095230470&Mode=0
https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=095230470&Mode=0
https://www.koeki-info.go.jp/regulation/koueki_meeting.html


 

＜公益認定・変更手続の柔軟化・迅速化＞ 

 ・届出事項とする範囲について、法人が判断できるようにプリンシプルベースで基準を明

確にすることに加え、事例を整理して提供していただきたい。 

 ・わかりやすい財務情報の開示も含め、できる限り前倒しでの対応に努めるとともに、法

人がどのような対応が必要になるのか法施行前からの情報提供も検討いただきたい。 

 

＜合併手続等の柔軟化・迅速化＞ 

 ・プリンシプルベースでの基準の明確化だけではなく、様々な事例・パターンを整理した

ものを提供してもらいたい。 

 

＜わかりやすい財務情報の開示＞ 

 ・中小の法人に大きな負担とならないようにしていただきたい。 

 

＜法人機関ガバナンスの充実＞ 

 ・会計監査人の設置義務を、現行の収益 1,000 億円以上から収益 100 億円以上としても

対象となる法人は限られている。非営利法人は、株主によるチェックがないことから、学校

法人や社会福祉法人等、他の法人類型の基準も踏まえて再度検討すべきではないか。 

 ・会計監査人の設置義務の範囲について、公益法人は収益を目的とした法人ではないこと、

学校法人や社会福祉法人は事業がある程度類型化されており、収入も補助金が多いことに

は留意すべき。 

 

＜公益法人による出資等の資金供給＞ 

 ・長期の検討課題として、現行の他の団体の意思決定に関与することができる株式等の保

有制限について、海外の制度も参考に見直してもよいのではないか。 

 ・今の時代、営利団体も公益活動を行うことや経営支援となることも含めて検討していく

必要があるのではないか。 

 

＜その他（スケジュール含む）＞ 

 ・次期システムの運用開始が令和 11 年度からでは遅い。できるものから前倒しすべき。 

 ・新制度が施行された際に、内閣府、都道府県の職員が新制度に即して対応いただけるよ

うに、研修や周知をしっかりと行っていただきたい。 

 ・インパクト測定・マネジメントの意義はこれまでの会議でも確認してきたところであり、

最終報告に、今後の普及の仕方等を盛り込んでいただきたい。 

 ・全体として、中間報告を踏まえて具体化がなされており、非常に良い方向性。 

 



 

■第 10回新しい時代の公益法人制度の在り方に関する有識者会議について 

 令和 5 年 4 月 27 日、「第 10 回新しい時代の公益法人制度の在り方に関する有識者会議」

を開催しました。 

 

 第 10回では、最終報告（案）ついて議論を行いました。 

 会議の概要は以下のとおりです。 

 

 事務局から、資料１及び資料２に沿って、最終報告（案）について説明を行いました。委

員からの主な意見は以下のとおりです。 

 

・最終報告（案）について、全体としての方向性に賛同する。 

・今回の改革について、法人の自由度の拡大の観点から検討が行われるとともに、自律的ガ

バナンスや事後チェックの重点化などについても検討いただいたことに感謝。 

・今後、制度の詳細な検討が進められると思うが、民間による公益活動の活性化という今回

のコンセプトを十分に踏まえていただきたい。 

・最終報告（案）において、「国民の意見を幅広く聴取しつつ検討」や「不断の見直し」と

あるが、これは切にお願いしたい。 

・今回の見直しにより、収支相償原則が中期的な収支均衡に生まれ変わることで、現場での

しこりはだいぶ軽減するものと思う。 

・公益充実資金や遊休財産に関する情報開示については、法人運営の透明性の向上による国

民からの信頼確保という趣旨から、国民にとってわかりやすいものとすることが大事。 

・定期提出書類における別表作成の見直しは法人負担の軽減になると思うが、新たに求めら

れる区分経理（内訳表の作成）について、特に小規模法人への影響がどの程度あるかが懸念。 

・役員の利益相反取引の情報開示については、法人が困らないよう丁寧な説明が必要。 

・評議員の選任について、選考委員会の設置等が推奨とされているが、実質的な義務となら

ないようにしていただきたい。 

・外部理事の導入に当たっての小規模法人の定義をどうするかは疑問が残る。 

・外部理事について、会社法での規定を踏まえ、公益法人に多額の寄附を行っている団体等

の関係者については、外部理事に当たらないとすることもご検討いただきたい。 

・公益法人では、資金の拠出を受けている団体の関係者を外部理事としている実態もあるた

め、外部理事についてはその点も踏まえてご検討いただきたい。 

・インパクト測定・マネジメントについて、事例集を作成して終わりではなく、官民が連携

して普及を進めていくことが重要。 

・公益法人による出資については、特定の公益に資することを主目的としていることが原則

になると思うが、収益が出ることをもって絞るものではないという海外の事例も踏まえて



ご検討いただきたい。 

・出資について、近年で状況は大きく変わってきている。変化、多様性を取り入れつつ、自

由度を拡大することが新しい資本主義の実現にもつながるものと思う。出資に公益信託を

活用することも検討してよいのではないか。 

・公益活動における相互のシナジーを図る観点から、公益法人が認定取消しを受けた場合

に、公益財産の残額について公益信託を設置したり、公益信託に贈与したりする方向性等も

ご検討いただきたい。 

・公益信託については、投資等の新しい動きとともに、その特性を踏まえて、まずはより使

われる制度にすることが大切である。 

 

 第 11回は、5月下旬に開催予定です。 

 

 

===================================================== 

このメールマガジンは送信専用メールアドレスから配信されています。 

◇新規登録・登録解除（配信停止）、バックナンバー参照はこちらから 

https://www.koeki-info.go.jp/other/mailmagazine.html 

===================================================== 

[内閣府 公益法人メールマガジン] 

発行：内閣府公益認定等委員会事務局総務課広報担当 

〒105-0001 東京都港区虎ノ門 3-5-1虎ノ門 37森ビル 12階 

TEL:03-5403-9586 
Mail:koueki-seminar.s8h/アットマーク/cao.go.jp 

送信の際は「/アットマーク/」を「@」に置き換えてください。 
＜国・都道府県公式公益法人行政総合情報サイト：公益法人 Information＞ 

https://www.koeki-info.go.jp/index.html  

===================================================== 

COPYRIGHT(C)2022 Cabinet Office, Government of Japan. ALL RIGHTS RESERVED. 

本メールの無断転載を禁止します。 

 


